
〔スポーツ庁〕 
 
事業名 運動部活動指導の工夫・改善支援事業 
 
１． 創設年度：平成 26 年度 
２． 平成 28 年度予算額：２．５億円 
３． 事業概要 

運動部活動の適切な実施に向け、以下の事業を行う。〈委託費〉 
① スポーツ医・科学等を活用した高度な運動部活動指導体制の構築 

外部人材を活用して、教員以外の専門スタッフの参画による運動部

活動指導体制の充実や、スポーツ医・科学の知見に基づいた指導を定

着させる取組を実施する。                                                 
② 多様な運動部活動づくりに向けた指導内容・方法の工夫改善の実践 

運動部活動の選択の幅を広げるための工夫改善について検討し、指

導内容・方法の工夫改善の実践研究を行う。 
③ 運動部活動指導者の指導者養成事業 

各競技種目別に研修等で指導的な立場を担う者の養成を行い、地域

における適切な研修の機会を確保する。 
④ 運動部活動指導者サミットの開催 

中学校・高等学校の運動部活動指導者だけでなく、大学関係者や日

本体育協会等の運動部活動関係者が参集して、運動部活動の指導の改

善を牽引するよう、運動部活動の指導に関する研修や研究協議を実施

する。 
４． 選定理由  

ア（事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの） 
     運動部活動は、学習指導要領において、学校教育の一環として位置

づけられているものであり、教員が中心となって適切な指導体制を構築

する必要があるが、顧問教員の約半数が担当する運動部活動の競技経験

もなく不安を抱えながら指導を行っている、また、我が国の教員は、諸

外国に比べ、課外活動の指導時間が長く、教員大きな負担となっている

など多くの課題があり、より効率的、効果的に進めるための検討が必要

であるため。 

 



 

５． 想定される論点 
・現場のニーズ等を反映させた取組や事業内容となっているか 
・事業の成果の効果的な普及について 
・アウトカム・アウトプットは適切に設定されているか 

 
※成果指標（平成 27年度） 

・中学生の運動部活動への参加率 

・高校生の運動部活動への参加率 

 



運動部活動指導の工夫・改善支援事業

都道府県・市区町村教育委員会（２７箇所）

方向性の示唆

・教員以外の専門スタッフの参画による運動部活動指
導体制の充実
・スポーツ医・科学の知見に基づいた指導を定着させ
る取組

具体的活動

運動部活動等推進委員会
・スポーツ医・科学で先見的な知見を有する指導者
等の確保及び整備
・取組の推進や事例研究等

指導体制の工夫改善 生徒の自発的取組につながる
指導内容・方法の研究・定着

多様な運動部活動づくりに向けた
指導内容・方法の工夫改善

地域実践研究協議会

・運動部活動参加の選択の幅を広げるための工
夫・改善
（例） ○シーズン制などによる複数種目の活動

○複数校合同での運動部活動の実施
○総合型地域スポーツクラブとの連携

○運動嫌いの女子生徒などの参加促進 等

具体的活動

報告
報告

体罰根絶と指導内容・方法の改善に
つながる資質向上の場の整備

・各委託事業の好事例の共有
・｢運動部活動での指導のガイドライン｣の具現化等に
より、体罰根絶にむけた指導の在り方の紹介
・体系的な資質向上のための研究協議等の場の整備

都道府県・指定都市教育委員会（５８箇所）、民間団体（２団体）

・運動部活動における科学的指導方法等の習得
による指導者養成を各競技毎に実施
・運動部活動の場における指導内容・方法の改
善につながる資質向上のため、習熟度別研修
等を実施
・外部指導者に対して、学校教育の一環として行
われる運動部活動として、指導技術だけでなく、
発達段階や生徒の特性等に応じた指導等につ
いて研修を実施

運動部活動における体罰を根絶するとともに
適切な内容・方法による運動部活動を推進

現 状

○学習指導要領において、部活動を学校教育の一環として明確に位置づけ
○運動部活動での体罰等が社会問題化
○中学校等の教員を対象としたOECDの国際教員指導環境調査によれば、我が国の教員は、諸外国に比べ、課外活動の指導時間が長い
○教員数減、高齢化により、練習や引率の負担増、加えて組織的な指導体制の整備、適切な指導内容・方法の定着、体系的な資質向上の取組が不十分
○指導の高度化、専門化が求められる一方顧問の約半数は担当する運動部活動の競技経験なし
○全国体力・運動能力等調査によると、一週間の運動時間の分布は二極化しており、特に、中学校女子のおよそ７分の１がほとんど運動していない

スポーツ医・科学等を活用した高度な
運動部活動指導体制の構築

都道府県・市区町村教育委員会（１１箇所）

・関係団体等との連携協力体制の構築

・取組の推進や事例研究等

運動部活動指導者サミットの開催

指導者の資質向上

目指す方向

事業の概要

方向性の示唆

（ 前 年 度 予 算 額 ：301,630千円）
２８年 度 予 算 額 ：250,000千円
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1

職員旅費

スポーツ振興事業委託費 296.9

2

0.6

1

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

執行額/委託数

単位当たり
コスト 百万円 - - 4.9 6.4

計算式
執行額/委
託数 - - 247.4百万円/51 301.6百万円/47

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

運動部活動指導者の指導者養成事業の実施団体数
活動実績 件 - - 2

当初見込み 件 - - 2 2

- 9 -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

女子生徒の参加しやすい運動部活動づくり等の多様な
運動部活動づくりに向けた指導内容・方法の工夫改善の
実施箇所数

活動実績 件 - - -

当初見込み 件 - - - 18

27年度活動見込

スポーツ医・科学等を活用した高度な運動部活動指導体
制の構築実施都道府県・指定都市数

活動実績 件 - - -

当初見込み 件 - - - 27

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法
の工夫改善の実施箇所数

活動実績 件 - - 7

当初見込み 件 -

平成２７年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

0 0 301.6 301.6 311.4

- 247.4

執行率（％） - - 82%

運動部活動へ参加しやす
い環境を作り、運動部活動
への参加率を近年と同水準
で維持する。

高校生の運動部活動への
参加率(運動部活動に参加
している高校生/全ての高
校生）

成果実績 ％ - 42.5

目標値 ％ -

平成２６年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

0.6

委員等旅費

活動実績

活動指標

％

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し -

計

費　目

45 45 45

達成度 ％ -

301.6

子ども・若者育成支援、少子化社会対策主要政策・施策

18 -

1.1

計 301.6 311.4

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

地域のスポーツ指導者等を活用した運動部活動等の充
実の実施都道府県・指定都市数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 2

- - 42

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
スポーツ基本法第１７条

関係する計画、
通知等

スポーツ基本計画（平成２４年３月３０日策定）
教育再生実行会議第一次提言（平成２５年２月２５日）
運動部活動の在り方に関する調査研究報告書（平成２５年
５月２７日）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 -

文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

運動部活動の一層の充実に向け、組織的な指導体制を整備することにより、運動部活動の場における体罰の根絶を図るとともに科学的指導方法の習得
の機会等を整備することにより、指導者の資質向上が断続的に図られるようにする。さらに、生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫
改善により運動部活動を一層推進する。

前年度から繰越し - -

事業番号

運動部活動指導の工夫・改善支援事業 担当部局庁 スポーツ・青少年局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 参事官（体育・青少年スポーツ担当）
スポーツ・青少年企画課
長（併）体育参事官
永山　裕二

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
政策目標11:スポーツの振興
施策目標11-1:子供の体力の向上

主要経費

27年度

-

-

中学生の運動部活動への
参加率(運動部活動に参加
している中学生/全ての中
学生）

-

64.3

27年度活動見込

94.4％ 96％

97.5％-

件

成果実績

目標値

-

単位

98.9％

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

成果指標 単位

％

26年度
目標最終年度

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

【地域のスポーツ指導者等を活用した運動部活動等の充実】
運動部活動推進委員会を設置し、地域のスポーツ指導者の確保及びデータベースの整備を行う。地域のスポーツ指導者の効果的な活用方法を図るととも
に、適切な指導方法等を中心とした研修会等の開催を実施し、地域のスポーツ指導者と学校との連携体制・取組の在り方等の検討をする。
【生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善】
生徒のニーズに応え、自発的取組の喚起につながる運動部活動指導の在り方等の実践研究を行う。
【運動部活動指導者の指導者養成事業】
各競技種目別に研修等で指導的な立場を担う者の養成を行い、地域における適切な研修の機会を確保する。
【運動部活動指導者サミットの開催】
中学校・高等学校の運動部活動指導者だけでなく、大学関係者や日本体育協会等の運動部活動関係者が参集して、運動部活動の指導の改善を牽引す
るよう、運動部活動の指導に関する研修や研究協議を実施する。

目標最終年度

- -

301.6 311.4

-

24年度 25年度

-運動部活動へ参加しやす
い環境を作り、運動部活動
への参加率を近年と同水準
で維持する。 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック



事業所管部局による点検・改善

支出（委託）先の選定に当たっては、十分な公告期間を確
保した上で企画公募を行い競争性を担保している。

委託契約の締結に当たり、事業経費の費目、使途の内容
を厳正に審査し、その必要性について適切にチェックを
行っている。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

本事業は、学校の運動部活動において、安全で円滑な実施が行われるよう、指導者の資質向上、外部指導者の確保など成果と課題について
調査研究等の取組を実施したところであるが、引き続き運動部活動の充実を図るため、指導者の資質向上や指導力強化に向けた支援を行う
必要がある。

-平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

執
行
等
改
善

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

スポーツ基本計画に運動部活動の充実について明記され
るなど、政策の優先度が極めて高い事業である。

委託契約の締結に当たり、事業経費の費目、使途の内容
を厳正に審査し、その必要性について適切にチェックを
行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

本事業は、スポーツ基本計画において今後の具体的な施策展開の中に位置づけられた「運動部活動の充実を図る取組」を支援する施策とし
て、運動部活動の充実を図る事業であり、運動部活動の指導者の資質向上など、広く国民のニーズに応える事業として必要なものである。平
成２６年度も本事業に取り組んだ自治体が当初見込み数を大幅に上回ったことからも、事業に対するニーズの高さが見て取れる。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

１．事業評価の観点：運動部活動の場における体罰の根絶を図るとともに、指導者の資質向上、生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内
容・方法の工夫改善により運動部活動を一層推進することを目的としており、事業評価に当たっては事業成果の観点等から検証を行った。

２．所見：本事業は、運動部活動における適切な指導方法、指導体制の工夫・改善を図るものであり、国の役割として必要なものであると認められ
る。しかしながら、外部有識者の点検結果を踏まえ、アウトカムとして設定されている運動部活動参加率は本事業の最終的に目標とすべきもので
あるが、事業の成果としてはより事業の内容に即した測定可能なものを設定するなど、一層の工夫が必要であると考えられる。

事業の成果をより適切に測定するための指標については、外部有識者の所見を踏まえて、指標の設定や把握方法について検討を行い、更なる
事業の効率化を図る。

平成26年度

アウトカムとして設定されている運動部活動参加率は本事業の最終的に目標とすべきものであるが、事業の成果としてはより事業の内容に即した測定可能なも
のを設定するなど、一層の工夫が必要である。

点検結果

新26-0028

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

本事業は、事業メニューごと実効性の高い委託先を選定し
て効果的な取組となるよう実施している。

当初の予定を上回る数の教育委員会において本事業が実
施されるなど、見込みに見合ったものであると考える。

報告書として事例をまとめ、全国の教育委員会に配布する
とともに文部科学省のホームページに掲載し、運動部活動
の活性化に活用している。

諸謝金で単価を示し、委託先で使用している単価と比べて
安い方を使用するなどコスト削減に努めている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

運動部活動における体罰事案や、教員の負担軽減など運
動部活動における適切な指導方法、指導体制の工夫・改
善行うことが必要とされている。

指導者の資質向上や指導者不足などを解消し、運動部活
動の多様なニーズに応えるために、国が総合的に推進を
進めていく必要がある。

○

○

○

「資金の流れ」と１０者リストについては単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

○

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○

本事業は、各事業メニューの取組の結果、運動部活動が
円滑に実施され、生徒の運動部活動への参加をしてもらう
ことを目標としていることから、成果実績は成果目標に見
合ったものである。

事業を適切に実施するに当たり、必要なものに限定してい
る。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　　なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

地域実践研究協議会を設置し、
関係団体等との連携協力体制
の構築。
生徒が自ら目標設定、取組姿
勢や練習方法を考え、取り組ん
で行くような在り方の実践研究
や、多様なニーズを持つ生徒が
混在する集団への指導の在り
方の実践研究等を実施。

B．都道府県・指定都市教
育委員会

２２０．３百万円
（４１地域）

（再委託無）

E.東海道シグマ
１．０百万円

D.民間団体

６．６百万円
（２団体）

【公募・委託】 【公募・委託】 【公募・委託】

運動部活動等推進委員会を
設置し、地域のスポーツ指導
者等の確保等を行うとともに、
適切な指導方法等を中心とし
た研修会の開催。
実践校を指定して体育・運動
部活動に指導者を派遣し、外
部指導者の活用の在り方等の
研究を実施。

運動部活動における体罰根絶
にむけた取組の徹底と科学的
指導方法等の習得による指導
者の指導者を養成。
各競技毎に指導者の指導者を
養成し、各地域における研修の
機会を確保。

C.都道府県・市町村教育
委員会等

５．８百万円
（７箇所）

【再委託】

地域のスポーツ指導者

等を活用した運動部活動

等の充実

生徒のニーズに対応した運
動部活動の指導内容・方法
の工夫改善

運動部活動指導者の指導

者養成事業

文部科学省
２４７．４百万円

・諸謝金 ０．４百万円
・職員旅費 ０．４百万円 を含む

・委員等旅費 ０．９百万円
・庁費 １．０百万円

地域のスポーツ指導者の募集・
発掘、データバンク等を作成・管
理

運動部活動等推進委員会を
設置し、地域のスポーツ指導
者等の確保等を行うとともに、
適切な指導方法等を中心と
した研修会の開催。
実践校を指定して体育・運動
部活動に指導者を派遣し、
外部指導者の活用の在り方
等の研究を実施。

A．静岡県教育委員会
１２．０百万円
(再委託有)

【公募・委託】

地域のスポーツ指導者

等を活用した運動部活動

等の充実



計 5.9 計 0

一般管理費 0.5

賃金 研修会補助者賃金 0.2

その他 通信運搬費、会議費、雑役務費等 0.1

保険料 指導者保険料

消耗品費 研修会使用消耗品等 0.2

0.3旅費 指導者旅費等

印刷製本費 研修会資料印刷費等 1.8

借料及び損料 研修会場借料等 0.9

0.3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

諸謝金 指導者謝金等 1.6

D.公益財団法人日本中学校体育連盟 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.6 計 0

印刷製本費 広告印刷費 0.1

C.港区教育委員会 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金 指導者謝金 1.5

計 16.4 計 0

旅費 外部指導者派遣旅費等 0.3

借料及び損料 研修会会場借料 0.1

その他 通信運搬費、会議費 0.1

0.1消耗品費 研修会等使用消耗品費等

諸謝金 外部指導者謝金等 14.8

計 12 計 1

印刷製本費 運動部活動運営ガイド印刷等 0.6

保険料 外部指導者保険料 0.4

B.愛媛県教育委員会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

再委託費 東海道シグマへの再委託 1 旅費 コーディネーター移動費等 0.1

0

消耗品費 文房具等 0

印刷製本費 セミナー資料印刷費

旅費 外部指導者派遣旅費等 0.3 通信運搬費 郵送料等 0

借損料 セミナー会場費等 0

金　額
(百万円）

コーディネーター等 0.8諸謝金 外部指導者謝金等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.静岡県教育委員会 E.東海道シグマ
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

10.6 賃金

保険料 外部指導者保険料 0.2

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

10

8

9

6

7

4

5

2
公益財団法人全国高等学校
体育連盟

運動部活動指導者の指導者養成事業 0.8 企画競争 -

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
公益財団法人日本中学校体
育連盟

運動部活動指導者の指導者養成事業 5.9 企画競争 -

9

10

7 高森町教育委員会 生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善 0.3 企画競争 -

8

5 さいたま市教育委員会 生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善 0.6 企画競争 -

6 静岡県教育委員会 生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善 0.5 企画競争 -

3 聖籠町教育委員会 生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善 0.7 企画競争 -

4 神戸市教育委員会 生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善 0.6 企画競争 -

1 港区教育委員会 生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善 1.6 企画競争 -

2 能瀬町教育委員会 生徒のニーズに対応した運動部活動の指導内容・方法の工夫改善 1.5 企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 鳥取県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 9.3 企画競争 -

8 兵庫県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 9.6 企画競争 -

9 京都府教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 9.5 企画競争 -

6 岡山県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 11.4 企画競争 -

7 栃木県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 10.7 企画競争 -

4 宮城県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 11.9 企画競争 -

5 三重県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 11.4 企画競争 -

3 北九州市教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 12.6 企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 愛媛県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 16.4 企画競争 -

2 長崎県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 13.8 企画競争 -

8

9

10

5

2

6

7

4

3

1 静岡県教育委員会 地域のスポーツ指導者を活用した運動部活動等の充実 12 企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



E

F

G

H

10

8

9

6

7

4

5

2

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

9

10

7

8

5

6

3

4

1

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

8

9

6

7

4

5

2

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

9

10

7

8

5

6

3

4

1 東海道シグマ 外部指導者の人材管理 1 随意契約 -

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック



１１－１「子供の体力の向上」の施策マップ
施策の実施理由 活動内容 効果 目標

子供にとってスポーツ
は生涯にわたってたく
ましく生きるための健
康や体力の基礎を培
うものである。
一方で

・子供の体力低下に
歯止めがかかってい
るものの依然として低
い状況で推移

・積極的にスポーツす
る子供とそうでない子
供の二極化が顕著

↓

このため学校の体育
に関する活動を中心
に子供が十分に体を
動かしスポーツの楽
しさを実感できる取組
を推進

全国的な子供の体力の状況
の把握・分析ならびに分析
結果の活用

体育・保健体育の充実

運動部活動の改善充実

体育活動中の事故防止

【全国体力・運動能力、運動
習慣等調査】

【子供の体力向上課題対策
プロジェクト】 子供の体力の向上の

推進

学校における体育・
保健体育の充実、運
動部活動等の活性化
により子供がスポー
ツの楽しさや喜びを
味わえるようにする。

（達成目標１）
子供のスポーツ機会の充実
を図り、その結果として、今
後10 年以内に子供の体力
が昭和60 年頃の水準を上
回ることができるよう、今後5 
年間、体力の向上傾向が維
持され、確実なものとする。

【体育活動における課題対
策推進事業】

【運動部活動指導の工夫・改
善支援事業】

【武道等指導充実・資質向上
支援事業】

（達成目標２）
教員の指導力の向上やス
ポーツ指導者の活用等によ
る体育・保健体育の授業の
充実、運動部活動の活性化
等により、学校の教育活動
全体を通じて、子供がスポー
ツの楽しさや喜びを味わえる
ようにする。

（施策の概要）

子供のスポーツ機会の充実
を目指し、学校や地域等にお
いて、子供がスポーツを楽し
むことができる環境を整備し、
そうした取組の結果として、
今後10 年以内に子供の体力
が昭和60 年頃の水準を上回
る。

武道指導の充実
















